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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

中間連結会計期間
第92期

中間連結会計期間
第91期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （千円） 18,076,327 18,928,762 40,217,018

経常利益 （千円） 1,428,275 1,816,922 3,521,870

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 763,337 1,128,129 2,403,191

中間包括利益又は包括利益 （千円） 592,901 1,157,258 2,762,703

純資産額 （千円） 31,032,700 33,198,650 32,879,777

総資産額 （千円） 40,607,948 41,220,137 42,463,111

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 47.42 69.98 149.22

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.0 79.4 75.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △4,447,729 4,040,475 △2,808,126

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △434,321 △1,269,148 △4,671,283

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △645,060 △910,692 △1,012,957

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 10,937,220 9,758,008 8,034,374

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の状況

(資産)

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて11.1％減少し、228億３千７百万円となりました。これは、現金及び預

金が７億４百万円増加した一方、受取手形、売掛金及び契約資産が27億２千３百万円減少、電子記録債権が10億４

千６百万円減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて9.7％増加し、183億８千２百万円となりました。これは、無形固定資産

が５百万円減少した一方、有形固定資産のその他（純額）が14億５千３百万円増加したことなどによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.9％減少し、412億２千万円となりました。

(負債)

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて21.1％減少し、63億７百万円となりました。これは、電子記録債務が４

千１百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が14億８千万円減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて7.8％増加し、17億１千４百万円となりました。これは、その他が７千

７百万円増加、退職給付に係る負債が４千２百万円増加したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて16.3％減少し、80億２千１百万円となりました。

(純資産)

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.0％増加し、331億９千８百万円となりました。これは、為替換算調

整勘定が２億５千万円減少した一方、利益剰余金が４億８千３百万円増加、その他有価証券評価差額金が２億６千

８百万円増加したことなどによります。

 

(2）経営成績の状況

　当中間連結会計期間の売上高は189億２千８百万円と前年同期と比べ８億５千２百万円（4.7％増）の増収となり

ました。

　営業利益は14億６千７百万円と前年同期と比べ３億３千万円(29.0％増)の増益、経常利益は18億１千６百万円と

前年同期と比べ３億８千８百万円(27.2％増)の増益、親会社株主に帰属する中間純利益は11億２千８百万円と前年

同期と比べ３億６千４百万円(47.8％増)の増益となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

・設備部門

　設備部門は、塗装設備納入等の増加により売上高は139億９千万円と前年同期と比べ９億４千２百万円

（7.2％増)の増収、営業利益は18億１千１百万円と前年同期と比べ４億９百万円(29.2％増)の増益となりまし

た。

・自動車部品部門

　自動車部品部門は、内装部品及び外装部品の販売の減少により売上高は49億３千８百万円と前年同期と比べ

８千９百万円(1.8％減)の減収、営業利益は７億５百万円と前年同期と比べ１千４百万円（2.1％増）の増益と

なりました。
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(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、97億５千８百万円となり、前連結

会計年度末より17億２千３百万円（21.5％増）の増加となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は40億４千万円（前年同期は営業活動の結果使用した資金44億４千７百万円）とな

りました。これは主に、売上債権の減少額37億５千７百万円、税金等調整前中間純利益18億１千６百万円によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は12億６千９百万円（前年同期比192.2％増）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出22億１千３百万円、定期預金の預入による支出２億６千２百万円、定期預金の払戻による

収入12億２千４百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は９億１千万円（前年同期比41.2％増）となりました。これは主に、配当金の支払

額６億４千４百万円、非支配株主への配当金の支払額２億１千９百万円によるものであります。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３億１千７百万円であります。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

EDINET提出書類

トリニティ工業株式会社(E01627)

半期報告書

 4/21



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,220,000 18,220,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）

単元株式数

100株

計 18,220,000 18,220,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 18,220,000 － 1,311,000 － 668,522
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 5,895 36.53

豊田通商株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９番８

号
580 3.60

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴ

Ｙ　ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥＤ　ＳＴＯ

ＣＫ　ＦＵＮＤ（常任代理人 株式

会社三菱ＵＦＪ銀行）

245　ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＲＥＥＴ ＢＯ

ＳＴＯＮ,ＭＡ 02210　Ｕ.Ｓ.Ａ

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号）

532 3.30

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴ

ＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ（常任代理

人　ゴールドマン・サックス証券株

式会社）

ＰＬＵＭＴＲＥＥ ＣＯＵＲＴ， ２５

ＳＨＯＥ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ Ｅ

Ｃ４Ａ ４ＡＵ， Ｕ．Ｋ．

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号虎ノ

門ヒルズステーションタワー）

343 2.13

株式会社タナベスポーツ 大阪府大阪市中央区松屋町住吉５番４号 308 1.91

株式会社河上澄夫商店 愛知県豊田市大清水町南岬１番地447号 239 1.48

原田　義久 愛知県碧南市 229 1.42

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合

無限責任組合員 光通信株式会社
東京都豊島区西池袋１丁目４番地10号 226 1.40

安冨　次子 兵庫県宝塚市 214 1.33

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番地２号 213 1.32

計 － 8,782 54.43

(注）2025年10月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）においてフィデリティ投信株式会社

が2025年９月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社としては当中間会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。

　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　フィデリティ投信株式会社

　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区六本木七丁目７番７号

　保有株券等の数　　　　　　　　　　　　株式　930,800株

　株式等保有割合　　　　　　　　　　　　5.11％
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,083,200

（相互保有株式）

普通株式 2,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,128,900 161,289 －

単元未満株式 普通株式 5,900 － －

発行済株式総数  18,220,000 － －

総株主の議決権  － 161,289 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

トリニティ工業株式会社

愛知県豊田市柿本町

一丁目９番地
2,083,200 - 2,083,200 11.43

（相互保有株式）

旭鉄工株式会社

群馬県太田市小舞木町

399番地２号
2,000 - 2,000 0.01

計 － 2,085,200 - 2,085,200 11.44

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

トリニティ工業株式会社(E01627)

半期報告書

 8/21



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,358,834 10,063,083

受取手形、売掛金及び契約資産 12,338,450 9,614,965

電子記録債権 2,255,203 1,208,543

製品 31,588 33,737

仕掛品 681,217 788,863

原材料 494,165 500,038

その他 549,169 631,695

貸倒引当金 △9,389 △3,715

流動資産合計 25,699,240 22,837,210

固定資産   

有形固定資産   

土地 5,260,983 5,260,983

その他（純額） 7,517,988 8,971,273

有形固定資産合計 12,778,972 14,232,257

無形固定資産 148,323 143,225

投資その他の資産   

その他 3,841,863 4,012,595

貸倒引当金 △5,288 △5,151

投資その他の資産合計 3,836,575 4,007,443

固定資産合計 16,763,871 18,382,926

資産合計 42,463,111 41,220,137

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,586,630 2,106,363

電子記録債務 804,480 845,853

未払法人税等 514,986 534,073

賞与引当金 884,273 873,341

役員賞与引当金 56,326 30,472

完成工事補償引当金 46,050 46,700

その他 2,100,125 1,870,484

流動負債合計 7,992,873 6,307,288

固定負債   

役員退職慰労引当金 22,288 26,587

退職給付に係る負債 528,202 570,254

その他 1,039,970 1,117,357

固定負債合計 1,590,461 1,714,199

負債合計 9,583,334 8,021,487
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,311,000 1,311,000

資本剰余金 786,621 790,484

利益剰余金 29,136,465 29,620,169

自己株式 △1,781,761 △1,759,732

株主資本合計 29,452,326 29,961,920

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,240,215 1,509,016

為替換算調整勘定 1,403,457 1,152,890

退職給付に係る調整累計額 101,565 97,402

その他の包括利益累計額合計 2,745,238 2,759,309

非支配株主持分 682,212 477,419

純資産合計 32,879,777 33,198,650

負債純資産合計 42,463,111 41,220,137
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 18,076,327 18,928,762

売上原価 14,497,555 14,829,838

売上総利益 3,578,772 4,098,923

販売費及び一般管理費 ※ 2,441,398 ※ 2,631,345

営業利益 1,137,373 1,467,578

営業外収益   

受取利息 32,794 39,980

受取配当金 34,442 46,943

持分法による投資利益 195,954 266,886

為替差益 11,625 -

雑収入 66,280 11,684

営業外収益合計 341,097 365,494

営業外費用   

固定資産除却損 20,609 6,767

為替差損 - 7,354

支払補償費 16,667 158

雑支出 12,919 1,870

営業外費用合計 50,195 16,149

経常利益 1,428,275 1,816,922

税金等調整前中間純利益 1,428,275 1,816,922

法人税等 643,976 650,490

中間純利益 784,299 1,166,432

非支配株主に帰属する中間純利益 20,961 38,302

親会社株主に帰属する中間純利益 763,337 1,128,129
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 784,299 1,166,432

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △560,442 268,801

為替換算調整勘定 364,867 △268,470

退職給付に係る調整額 12,652 △4,162

持分法適用会社に対する持分相当額 △8,475 △5,342

その他の包括利益合計 △191,397 △9,174

中間包括利益 592,901 1,157,258

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 533,333 1,142,201

非支配株主に係る中間包括利益 59,567 15,056
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,428,275 1,816,922

減価償却費 488,449 496,414

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29,650 42,835

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 54,907 58,181

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31,770 4,298

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,285 5,127

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,054 △10,932

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △54,145 △25,853

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 9,736 682

受取利息及び受取配当金 △67,236 △86,923

固定資産除却損 20,609 6,767

持分法による投資損益（△は益） △195,954 △266,886

売上債権の増減額（△は増加） 1,120,953 3,757,300

棚卸資産の増減額（△は増加） △155,466 △122,585

仕入債務の増減額（△は減少） △5,487,281 △1,420,218

契約負債の増減額（△は減少） △215,010 282,313

未払消費税等の増減額（△は減少） △413,100 △130,405

その他 △620,037 △238,229

小計 △4,101,191 4,168,808

利息及び配当金の受取額 406,947 510,149

利息の支払額 △364 △319

法人税等の支払額 △753,120 △638,163

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,447,729 4,040,475

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △764,734 △262,546

定期預金の払戻による収入 680,045 1,224,390

有形固定資産の取得による支出 △361,563 △2,213,247

無形固定資産の取得による支出 △2,355 △17,423

貸付金の回収による収入 688 688

その他 13,597 △1,010

投資活動によるキャッシュ・フロー △434,321 △1,269,148

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △402,251 △644,426

非支配株主への配当金の支払額 △200,969 △219,849

その他 △41,839 △46,416

財務活動によるキャッシュ・フロー △645,060 △910,692

現金及び現金同等物に係る換算差額 229,076 △137,001

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,298,034 1,723,633

現金及び現金同等物の期首残高 16,235,255 8,034,374

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 10,937,220 ※ 9,758,008
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

　退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当中間連結会計期

間より費用処理年数を13年に変更しております。

　なお、当該変更による当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

従業員給料手当 772,918千円 814,047千円

賞与引当金繰入額 242,139千円 272,822千円

退職給付費用 42,961千円 38,708千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

現金及び預金 11,820,790千円 10,063,083千円

預入期間が３か月超の定期預金 △883,570千円 △305,074千円

現金及び現金同等物 10,937,220千円 9,758,008千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 402,251 25.00 2024年３月31日 2024年６月26日

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年10月31日

取締役会
普通株式 利益剰余金 322,213 20.00 2024年９月30日 2024年11月28日

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 644,426 40.00 2025年３月31日 2025年６月25日

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年10月31日

取締役会
普通株式 利益剰余金 419,555 26.00 2025年９月30日 2025年11月26日
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（セグメント情報等）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 設備部門
自動車部品
部門

計

売上高      

外部顧客への売上高 13,048,007 5,028,319 18,076,327 － 18,076,327

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 13,048,007 5,028,319 18,076,327 － 18,076,327

セグメント利益 1,401,965 690,913 2,092,878 △955,504 1,137,373

（注）１．セグメント利益の調整額△955,504千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費）であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 設備部門
自動車部品
部門

計

売上高      

外部顧客への売上高 13,990,329 4,938,432 18,928,762 － 18,928,762

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 13,990,329 4,938,432 18,928,762 － 18,928,762

セグメント利益 1,811,083 705,223 2,516,306 △1,048,728 1,467,578

（注）１．セグメント利益の調整額△1,048,728千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費）であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

トリニティ工業株式会社(E01627)

半期報告書

16/21



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計

設備部門 自動車部品部門

日本 9,430,870 4,909,387 14,340,258

中国 1,414,512 － 1,414,512

アジア(中国除く) 1,168,522 118,932 1,287,454

その他 1,034,102 － 1,034,102

顧客との契約から生じる収益 13,048,007 5,028,319 18,076,327

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 13,048,007 5,028,319 18,076,327

（注）売上高は顧客の所在地を基礎として、地域に分類しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計

設備部門 自動車部品部門

日本 10,467,831 4,785,014 15,252,846

中国 1,014,173 － 1,014,173

アジア(中国除く) 1,561,409 153,418 1,714,827

その他 946,914 － 946,914

顧客との契約から生じる収益 13,990,329 4,938,432 18,928,762

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 13,990,329 4,938,432 18,928,762

（注）売上高は顧客の所在地を基礎として、地域に分類しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 47.42円 69.98円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 763,337 1,128,129

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
763,337 1,128,129

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,098 16,121

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　第92期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）中間配当について、2025年10月31日開催の取締役会において、

2025年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　419,555千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　26円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　2025年11月26日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２５年１１月７日

トリニティ工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

名　古　屋　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 由良　知久

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 都　　成哲

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトリニティ工

業株式会社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月１

日から２０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、トリニティ工業株式会社及び連結子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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